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令和６年度 相談支援事業所 えがお 事業計画 
基本方針 ・真摯に子ども目線で将来に向けたプランである事。 

・子どもや親御さまを取り巻く関係者間の支援体制を重視する事。 

・特定相談においては、本人の意思を最大限に尊重する事。 

・個のストレングス重視としたプランである事。 

・自己実現への道しるべとなる事。 

・関係者間の連携。 

 

・東京都主任相談支援専門員:R5.2 月取得 

 “個”の契約ケース以外、“地域全体”がケース対象となる。 

地域づくり、人材育成、困難事例への対応など地域の中核的な役割を担う

専門職の一員として地域課題にも積極的に関り、更なる知識や技術の向上

に努めていく。 

※地域共生社会:個の支援から抽出された地域課題に対する“地域づくり” 

 を進める先を目指すもの。 

重点項目(方針) 昨年度、登録者数 183 名まで増えた事による弊害を教訓に、現在新規登録 

を受け付けておりません（兄弟姉妹枠・継続希望枠を除く）。 

現在（R6.1 月）、契約者数 137 名。 

 

年間稼働目標 420 名（ ％）／ 名（目標:月 30 ケース／定員）  

4 月 30 10 月 30 

5 月 30 11 月 30 

6 月 30 12 月 30 

7 月 30 1 月 30 

8 月 30 2 月 30 

9 月 30 3 月 60 
 

 

稼働目標 

（利用見込）  

 

 

年間利用見込  障害児相談支援事業: 0 名（新規契約数） 

        特定相談支援事業 :  0 名（新規契約数） 

障害児相談支援事業: 30 名（契約者稼働） 

        特定相談支援事業 :  2 名（契約者稼働） 

 

予算(単位/円) 

 

   

昨年度に準ずる 

障害福祉サービス等事業活動収入:13,806,000 

         事業活動支出:11,946,000 
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事業内容 障害児者の支援計画の作成及び資源利用にあたり、適切なアドバイスや 

有用な情報提供を行い個に寄り添った支援を行っていく事で、関係者間で 

ご利用者自身を中心とした支援ネットワークの構築を図り、途切れの無い 

継続性のある支援を可能としていきながら、最終的に自己実現に向けた自立

可能な将来的展望を示している。 

サービス内容 

（支援内容） 

障害児者の支援。 

・療育等地域資源の利用にあたり、意図・根拠を踏まえ計画書の作成 

 及びアセスメント・モニタリングを実施する事で、より効果的な 

療育での学びの効果を適切に評価し次につなげていく。 

・保護者、療育先、日中活動先（学校・保育所等）との情報の共有にて 

 随時現況を把握する事で、より適切な支援に努める。 

地域共生社会の担い手としての参加。 

管理体制 

（組織図） 

・管理者 兼 相談支援専門員   １名 

   （人員配置 1.0 人） 

年間行事 ・障害児相談支援事業所連絡会。 

・子ども支援部会。 

・東京都相談支援ネットワーク。     等 

その他 昨年 11 月より区内児童相談支援事業所約 10 ヶ所から構成される 
相談支援連絡会が発足（+行政より 1 名参加）。 
相談支援業務にあたる上で見えてきた区内に足りない資源やサービスに 
ついて意見等を出し合い、子ども支援部会→相談支援部会→自立支援協議会
へつなげていける提言を行っていく。 

 

 

 

 

 

  


